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(57)【要約】
【課題】難燃性および耐熱性を有する再帰反射構造体を
提供する。
【解決手段】本発明の再帰反射構造体１０は、透明な可
塑性ポリ塩化ビニルのフィルム１２と、前記透明な可塑
性ポリ塩化ビニルフィルム１２の下方に位置する、再帰
反射性のキューブコーナー要素１４のアレイと、前記再
帰反射性のキューブコーナー要素１４のアレイの下方に
位置する、難燃性かつ耐熱性を有する接着剤１８と、前
記難燃性かつ耐熱性の接着剤１８に接着された難燃性の
織布２０とを備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと、
　ｂ）前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの下方に位置する、再帰反射性のキュ
ーブコーナー要素のアレイと、
　ｃ）再帰反射性の前記キューブコーナー要素アレイの下方に位置する、難燃性かつ耐熱
性の接着剤と、
　ｄ）前記難燃性かつ耐熱性の接着剤に接着された難燃性の織布と、
　を備える再帰反射性構造体。
【請求項２】
　請求項１において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムが、約３０ないし約４
５のショアＡ硬度を有する再帰反射構造体。
【請求項３】
　請求項１において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの厚さが、約０．００
１ないし約０．０２２インチ（約０．０２５ないし約０．５６ミリメートル）である再帰
反射構造体。
【請求項４】
　請求項１において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの厚さが、約０．００
６ないし約０．０１８インチ（約０．１５ないし約０．４６ミリメートル）である再帰反
射構造体。
【請求項５】
　請求項１において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムが、蛍光染料を含んで
いる再帰反射構造体。
【請求項６】
　請求項１において、再帰反射性の前記キューブコーナー要素アレイが、金属で被覆され
ている再帰反射構造体。
【請求項７】
　請求項６において、前記金属が、アルミニウム、銀、金およびパラジウムからなる群か
ら選ばれる再帰反射構造体。
【請求項８】
　請求項１において、前記難燃性かつ耐熱性の接着剤が、シリコン系接着剤およびアクリ
ル系接着剤からなる群から選ばれる再帰反射構造体。
【請求項９】
　請求項１において、前記難燃性かつ耐熱性の接着剤が、架橋型のアクリル系接着剤であ
る再帰反射性構造体。
【請求項１０】
　請求項１において、前記難燃性かつ耐熱性の接着剤が、難燃性塩素化物からなる添加剤
、難燃性臭化物からなる添加剤、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる少なくと
も１つの添加剤を含有する再帰反射性構造体。
【請求項１１】
　請求項１において、前記難燃性かつ耐熱性の接着剤が、三酸化アンチモン、五酸化アン
チモン、アンチモン酸ナトリウム、ホウ酸亜鉛、およびこれらの組合せからなる群から選
ばれる少なくとも１つの難燃助剤を含有する再帰反射性構造体。
【請求項１２】
　請求項１において、前記難燃性織布が、ガラス繊維織布、難燃性の綿織布、難燃性のモ
ダクリル織布、ノメックス織布、ノメックス－ケブラー織布、ポリベンジミジゾール織布
、ガラス繊維の芯体と綿および難燃性のモダクリル繊維からなる鞘体とを有するコアスパ
ン複合糸を含む織布、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる再帰反射構造体。
【請求項１３】
　請求項１において、前記織布が、１インチ（２５．４ミリメートル）あたり、約４０な



(3) JP 2009-530659 A 2009.8.27

10

20

30

40

50

いし約７０本の縦糸×約２５ないし約４５本の横糸の織り密度を有する再帰反射構造体。
【請求項１４】
　請求項１において、前記織布が、１インチ（２５．４ミリメートル）あたり、約５５な
いし約６５本の縦糸×約３０ないし約４０本の横糸の織り密度を有する再帰反射構造体。
【請求項１５】
　請求項１において、前記織布から、製織時に使用されたいかなるサイズ剤も、実質的に
除去されている再帰反射構造体。
【請求項１６】
　請求項１において、前記織布が、ガラス繊維の芯体と綿および難燃性のモダクリル繊維
からなる鞘体とを有するコアスパン複合糸を含む再帰反射構造体。
【請求項１７】
　請求項１６において、前記織布が、約３０ないし約６０重量パーセントのガラス繊維を
含む再帰反射構造体。
【請求項１８】
　請求項１６において、前記織布が、約４０重量パーセント以下の綿繊維を含む再帰反射
構造体。
【請求項１９】
　請求項１６において、前記織布が、約１０ないし約７０重量パーセントのモダクリル繊
維を含む再帰反射構造体。
【請求項２０】
　請求項１６において、前記織布が、約３５ないし約４５重量パーセントのガラス繊維と
、約３０ないし約４０重量パーセントの綿繊維と、約２０ないし約３０重量パーセントの
モダクリル繊維とを含む再帰反射構造体。
【請求項２１】
　請求項１において、さらに、前記キューブコーナー要素アレイを介して前記透明な可塑
性ポリ塩化ビニルのフィルムに封着された高分子フィルム層を備える再帰反射構造体。
【請求項２２】
　請求項２１において、前記難燃性かつ耐熱性の接着剤が、前記高分子フィルム層に接着
されており、さらに、前記難燃性の織布にも接着されている再帰反射構造体。
【請求項２３】
　ａ）透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと、
　ｂ）前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの下方に位置する再帰反射性のキュー
ブコーナー要素のアレイと、
　ｃ）前記再帰反射性のキューブコーナー要素上に堆積した金属化された反射層と、
　ｄ）前記金属化された反射層に接着された難燃性および耐熱性を有する架橋型のアクリ
ル系接着剤と、
　ｅ）前記アクリル系接着剤に接着された難燃性の織布と、
　を備える再帰反射構造体。
【請求項２４】
　請求項２３において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムが、約３０ないし約
４５のショアＡ硬度を有する再帰反射構造体。
【請求項２５】
　請求項２３において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの厚さが、約０．０
０１ないし約０．０２２インチ（約０．０２５ないし約０．５６ミリメートル）である再
帰反射構造体。
【請求項２６】
　請求項２３において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの厚さが、約０．０
０６ないし約０．０１８インチ（約０．１５ないし約０．４６ミリメートル）である再帰
反射構造体。
【請求項２７】
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　請求項２３において、前記透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムが、蛍光染料を含ん
でいる再帰反射構造体。
【請求項２８】
　請求項２３において、前記金属化された反射層が、アルミニウム、銀、金およびパラジ
ウムからなる群から選ばれる少なくとも１つの金属を含んでいる再帰反射構造体。
【請求項２９】
　請求項２３において、前記金属化された反射層が、アルミニウム層である再帰反射構造
体。
【請求項３０】
　請求項２３において、前記アクリル系接着剤が、難燃性塩素化物からなる添加剤、難燃
性臭化物からなる添加剤、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる少なくとも１つ
の添加剤を含んでいる再帰反射構造体。
【請求項３１】
　請求項２３において、前記アクリル系接着剤が、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン
、アンチモン酸ナトリウム、ホウ酸亜鉛、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる
少なくとも１つの難燃助剤を含有する再帰反射性構造体。
【請求項３２】
　請求項２３において、前記難燃性の織布が、ガラス繊維織布、難燃性の綿織布、難燃性
のモダクリル織布、ノメックス織布、ノメックス－ケブラー織布、ポリベンジミジゾール
織布、ガラス繊維の芯体と綿および難燃性のモダクリル繊維からなる鞘体とを有するコア
スパン複合糸を含む織布、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる再帰反射構造体
。
【請求項３３】
　請求項２３において、前記難燃性の織布が、ガラス繊維の芯体と綿および難燃性のモダ
クリル繊維からなる鞘体とを有するコアスパン複合糸を含む再帰反射構造体。
【請求項３４】
　請求項２３において、前記織布が、１インチ（２５．４ミリメートル）あたり、約４０
ないし約７０本の縦糸×約２５ないし約４５本の横糸の織り密度を有する再帰反射構造体
。
【請求項３５】
　請求項２３において、前記織布から、製織時に使用されたいかなるサイズ剤も、実質的
に除去されている再帰反射構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、難燃性および耐熱性を有する再帰反射構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　再帰反射材は、さまざまな安全上の目的および装飾用の目的のために使用される。特に
、これら再帰反射材は、光が少なく可視性が重要となる夜間において役立つ。完全な再帰
反射材を用いると、光線は、再帰反射の軸に沿ったほぼ平行な経路で、原則的に光源に向
って反射される。再帰反射材は、ベストおよびベルトなどの装身品に用いられる、反射性
を有するテープおよびパッチとして使用されることがある。さらに、再帰反射材は、ポス
ト、バレル（樽）、トラフィックコーン、道路標識、車、警告用の反射板などに使用され
ることもある。再帰反射材は、ランダムに配向されたミクロン直径の球のアレイまたは最
密充填されたキューブコーナー（プリズム）のアレイを有することがある。
【０００３】
　キューブコーナーすなわちプリズムの再帰反射体は、例えば、１９７３年１月２３日に
Ｓｔａｍｍに特許された特許文献１に記載されており、この文献の教示内容は参照によっ
て本明細書に引用する。一般的にプリズムは、金属板または他の適切な材料の平坦面にマ
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スタ・ネガ型（ｍａｓｔｅｒ　ｎｅｇａｔｉｖｅ　ｄｉｅ）を形成することによって製作
できる。キューブコーナー要素を形成するには、６０°離れたＶ字に交差する、三連の平
行な等距離の溝が平坦な板に刻まれる。次に、この金型が、所望のキューブコーナーのア
レイを、剛性を有する平坦なプラスチック面に加工するために使用される。
【０００４】
　キューブコーナーのマイクロプリズムの構造および機能についてのさらなる詳細は、１
９７２年８月１５日にＲｏｗｌａｎｄに特許された特許文献２に記載されており、この文
献の教示内容は参照によって本明細書に引用する。再帰反射シートの製作方法が、さらに
、１９７２年９月５日にＲｏｗｌａｎｄに特許された特許文献３に開示されており、この
文献の教示内容は参照によって本明細書に引用する。例えば、キューブコーナーのマイク
ロプリズムは、協働構成型の金型（ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅｌｙ　ｃｏｎｆｉｇｕｒｅｄ
　ｍｏｌｄ）で成形することができる。プリズムはシートに接着でき、シートをプリズム
の上に付着させることにより、キューブコーナー要素がシートの１つの面から突出した複
合構造体を形成することができる。
【特許文献１】米国特許第３７１２７０６号明細書
【特許文献２】米国特許第３６８４３４８号明細書
【特許文献３】米国特許第３６８９３４６号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　再帰反射材は、可視性が重要となる緊急の状況などにおいて特に役立つことがある。例
えば、再帰反射材は、消防士の上着および防護服に使用できる。しかしながら、消防士達
が置かれる条件は過酷になることがあり、特に、過度の熱および温度の条件に関して過酷
になり得る。多くの再帰反射材が、約１００℃の温度で軟化するプラスチックから作られ
ている。これらのような再帰反射材における軟化したプラスチックは流動し始め、これに
より当該再帰反射材が再帰反射性を失って目立ち易さを損なうことがある。米国防火協会
（ＮＦＰＡ）は、消防士達が着用する装身品および再帰反射構造体を評価するのに用いる
ことができる基準を定めた。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、難燃性および耐熱性を有する再帰反射構造体に関する。一実施形態において
、再帰反射構造体は、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと、透明な可塑性ポリ塩化
ビニルのフィルムの下方に位置する再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイと、再帰
反射性のキューブコーナー要素のアレイの下方に位置する難燃性かつ耐熱性の接着剤と、
難燃性かつ耐熱性の接着剤に接着された難燃性の織布とを有する。
【０００７】
　他の実施形態において、再帰反射構造体は、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと
、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの下方に位置する再帰反射性のキューブコーナ
ー要素のアレイと、再帰反射性のキューブコーナー要素上に堆積した、金属化された反射
層と、金属化された反射層に接着した難燃性および耐熱性を有する架橋型のアクリル系接
着剤と、このアクリル系接着剤に接着された難燃性の織布とを有する。
【０００８】
　本明細書に記載されている再帰反射構造体は、ＮＦＰＡが設定した、消防士の装身品に
適用される基準を満たすことができるか、またはこれらの基準を超えることができる。有
利なことに、本発明の再帰反射構造体は、ＮＦＰＡの基準を満たすために難燃剤を含有さ
せる必要のない、可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムを有することができる。したがって、
在庫にある、従来の可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムを、この再帰反射構造体を製作する
ために用いることができる。さらに、この再帰反射構造体は、再帰反射構造体に関するＮ
ＦＰＡの基準を満たすために同じく難燃剤を含有させる必要のない、キューブコーナー要
素のアレイを有することができる。さらに、ある実施形態において、この再帰反射構造体
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は、例えば、可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの上に配置される、難燃剤を含有したさら
なる層を備えることなくＮＦＰＡの規格を満たすことができる。
【０００９】
　本発明の難燃性の特徴により、本発明の再帰反射構造体に係る製品は、難燃性が必要と
されたり、難燃性が所望とされたりする用途に利用することができる。
【００１０】
　ある実施形態において、本発明の耐熱性の特徴により、溶融または滴下が、例えば、約
２６０℃の温度において約５分間防止される。さらに、本発明の再帰反射構造体は、約１
４０℃までの温度で約１０分間加熱されながら、少なくとも約１００ｃｄ／ｌｘ／ｍ２（
カンデラ／ルクス／平方メートル）のＳＩＡ（単位面積あたりの輝度）の再帰反射性を維
持することができる。
【００１１】
　本発明は、消防士の防火服に用いられてもよく、例えば、雨が降っている状況や、また
は夜明け、夕暮れならびに夜間時などでの目立ち易さを向上させる。詳細には、本発明は
、消防士の防火服に縫い付けられるテープとして細長く切断されるものであってもよい。
さらに、本発明の再帰反射構造体の製品は、目立ち易さ、耐熱性および難燃性が所望とさ
れたり必要とされたりする他の用途にも使用されてよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明の前述および他の目的、特徴ならびに利点は、添付の図面に示された本発明の好
ましい実施形態についての、以下のより詳細な説明から明確になり、この添付の図面にお
ける同一の符号は、異なる図を通して同一の部分を示している。図面は必ずしも正確な縮
尺通りではなく、本発明の原理を示すことに重点が置かれている。
【００１３】
　以下、本発明の好ましい実施形態について説明する。
【００１４】
　本発明の再帰反射構造体は、一般的に、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと、透
明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの下方に位置する再帰反射性のキューブコーナー要
素のアレイと、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイの下方に位置する難燃性かつ
耐熱性の接着剤と、難燃性かつ耐熱性の接着剤に接着された難燃性の織布とを備えている
。
【００１５】
　図１および図２に、本発明の実施形態を示す。再帰反射構造体１０および２２は、透明
可塑性ポリ塩化ビニルフィルム１２を有する。適切な、透明な可塑性ビニル系フィルムは
、例えば、カレンダ加工、押出成形、溶液流延または当該技術分野において公知である他
の方法によって製造することができる。ポリ塩化ビニルのフィルム１２は、当業者に周知
のさまざまな着色剤および性能向上用の添加剤を含有していてもよい。好ましい一実施形
態において、このフィルムはカレンダ加工されたフィルムである。カレンダ加工は、着色
剤および性能向上用の添加剤の混合に柔軟に対応できるので、特に有用な方法になり得る
。
【００１６】
　ポリ塩化ビニルのフィルム１２はほぼ透明である。ある実施形態において、ポリ塩化ビ
ニルのフィルム１２は可視光に対してほぼ透明である。ポリ塩化ビニルのフィルム１２は
透き通っていても、着色透明であってもよい。ある実施形態では、ポリ塩化ビニルのフィ
ルムは蛍光染料を含んでいる。本発明の再帰反射構造体が備えるポリ塩化ビニルフィルム
は、難燃剤を添加しなくてもＮＦＰＡ規格を満たすものであってよい。したがって、ある
実施形態では、可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムは実質的に難燃剤を含んでいない。
【００１７】
　ポリ塩化ビニルのフィルム１２の厚さは、例えば、約０．００１ないし約０．０２２イ
ンチ（約０．０２５ミリメートルないし０．５６ミリメートル）の範囲内、例えば、約０
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．００４ないし約０．０２０インチ（約０．１ミリメートルないし約０．５１ミリメート
ル）、約０．００４ないし約０．０１インチ（約０．１ミリメートルないし約０．２５ミ
リメートル）、約０．００６ないし約０．０１インチ（約０．１５ミリメートルないし約
０．２５ミリメートル）、または約０．００６ないし約０．０１８インチ（約０．１５ミ
リメートルないし約０．４６ミリメートル）である。ベースとなるこのフィルムの厚さは
、特定の用途に対して所望される柔軟性、耐引裂性および色安定性に基づいて選択するこ
とができる。さらに、再帰反射構造体のこのフィルムの選択される厚さは、所望される、
再帰反射構造体の長期的な耐候性に基づいて選択することができる。一般的に、再帰反射
構造体の燃焼性をさらに抑えるために、ポリ塩化ビニルのフィルムの層は、薄い方が好ま
しい。例えば、好ましい実施形態において、ポリ塩化ビニルのフィルムの厚さは、約０．
００４ないし約０．０１インチ（約０．１ミリメートルないし約０．２５ミリメートル）
である。
【００１８】
　透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムは、例えば、約２５ないし約６０のショアＡ硬
度、例えば、約３０ないし約５０、約３０ないし約４５または約３５ないし約４０のショ
アＡ硬度を有している。特定の一実施形態において、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィ
ルムは約３６のショアＡ硬度を有している。ショアＡ硬度は材料の相対硬度の尺度であり
、ショアＡデュロメータと称される器具を用いて測定することができる。
【００１９】
　適切なポリ塩化ビニルのフィルムの例としては、Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｒｅｎｏｌｉｔ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社（米国ニュージャージー州ホイッパニー）からＲＥＮＯＬＩＴ
（登録商標）という商標で販売されているポリ塩化ビニルのフィルム、または米国ワシン
トン州エベレット（Ｅｖｅｒｅｔｔ）にあるＡｃｈｉｌｌｅｓ　ＵＳＡ社から販売されて
いる、カレンダ加工された可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムが挙げられる。
【００２０】
　ポリ塩化ビニルのフィルム１２に加えて、再帰反射構造体は、さらに、再帰反射性のキ
ューブコーナー要素のアレイを有する。一般的に、再帰反射構造体は、透明可塑性ポリ塩
化ビニルフィルム１２の下方に位置する、再帰反射性のキューブコーナー要素１４のアレ
イを有している。「下にある」とは、再帰反射性のキューブコーナー要素の、透明な可塑
性ポリ塩化ビニルのフィルムに対する相対的な位置付けのことをいう。
【００２１】
　ポリ塩化ビニルのフィルムは、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイのための基
材とすることができる。一実施形態では、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイは
、ポリ塩化ビニルのフィルムに取り付けられている。一般的に、再帰反射性のキューブコ
ーナー要素のアレイは、入射光にさらされる窓面と、これに対向したファセット面とを備
えている。再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイは、窓面がポリ塩化ビニルのフィ
ルムに面するように向けられていてもよい。例えば、再帰反射性のキューブコーナー要素
のアレイの窓面が、ポリ塩化ビニルのフィルムに取り付けられてもよい。ある実施形態に
おいて、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイは、透明な接着剤を用いてポリ塩化
ビニルのフィルムに取り付けられている。あるいは、再帰反射性のキューブコーナー要素
のアレイは、透明な被覆材、例えば、被覆剤用の放射線硬化性の配合物、または被覆剤用
の溶剤系の配合物もしくは被覆剤用の水系の配合物からなる透明な被覆剤を用いて、ポリ
塩化ビニルのフィルムに取り付けられていてもよい。一実施形態において、再帰反射性の
キューブコーナー要素のアレイはポリ塩化ビニルのフィルム上に直接成形されていてもよ
い。
【００２２】
　再帰反射性のキューブコーナー要素１４は、ポリマー、例えば、ほぼ透明なポリマーか
ら形成することができる。再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイに形成された後、
このポリマーは、常温において硬化している、すなわち、実質的に柔軟でないことが好ま
しい。アレイにおけるポリマーが硬化していることにより、キューブコーナー要素は自身
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の光学特性を維持することができる。ポリマーは、さらに、伸縮不能である。すなわち、
このポリマーを破壊することなく実質的に伸ばすことはできない。ポリマーは、ウレタン
、アクリル酸エステル、セルロースエステル、エチレン性不飽和ニトリル、および硬質エ
ポキシアクリレートなどを含む幅広い種類のポリマーから選択することができるが、これ
らに限定されるものではない。他のポリマーとして、ポリカーボネート、ポリエステル、
ポリオレフィン、アクリレートシラン、および硬質ポリエステルウレタンアクリレートが
含まれる。上記のポリマーほどの剛性を持たない他のポリマーも使用されてよい。これら
のポリマーには、ポリ塩化ビニルおよびポリ塩化ビニリデンが含まれる。好ましくは、ポ
リマーは、モノマーまたはオリゴマーと共にプリズム成形型で成形される。モノマーまた
はオリゴマーの重合は、放射線、例えば、紫外線によって開始することができる。本発明
の再帰反射構造体は、再帰反射構造体に関するＮＦＰＡの基準を満たすために難燃剤を含
有させる必要のない、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイを有することができる
。したがって、ある実施形態では、キューブコーナー要素のアレイは実質的に難燃剤を含
んでいない。
【００２３】
　ある実施形態において、ポリ塩化ビニルのフィルムおよび再帰反射性のキューブコーナ
ー要素のアレイは、例えば、以下の各米国特許に開示された方法によって形成することが
できる。１９７２年８月１５日にＲｏｗｌａｎｄに発行された米国特許第３６８４３４８
号、１９７２年９月５日にＲｏｗｌａｎｄに発行された米国特許第３６８９３４６号、１
９７４年５月２１日にＲｏｗｌａｎｄに発行された米国特許第３８１１９８３号、１９７
４年８月２０日にＲｏｗｌａｎｄに発行された米国特許第３８３０６８２号、１９７６年
８月１７日にＲｏｗｌａｎｄに発行された米国特許第３９７５０８３号、１９８２年６月
１日にＲｏｗｌａｎｄに発行された米国特許第４３３２８４７号、１９８９年１月３１日
にＭａｒｔｉｎに発行された米国特許第４８０１１９３号、１９９３年７月２０日にＲｏ
ｗｌａｎｄに発行された米国特許第５２２９８８２号、１９９３年８月１７日にＭａｒｔ
ｉｎらに発行された米国特許第５２３６７５１号、１９９２年１１月２３日にＭａｒｔｉ
ｎに発行された米国特許第５２６４０６３号、１９９４年１２月２７日にＲｏｗｌａｎｄ
に発行された米国特許第５３７６４３１号、１９９６年２月１３日にＰｈｉｌｌｉｐｓに
発行された米国特許第５４９１５８６号、１９９６年４月３０日にＲｏｗｌａｎｄに発行
された米国特許第５５１２２１９号、１９９６年９月２４日にＢｅｒｎａｒｄらに発行さ
れた米国特許第５５５８７４０号、１９９７年１月７日にＢｅｒｎａｒｄに発行された米
国特許第５５９２３３０号、および１９９７年６月１０日にＭａｒｔｉｎらに発行された
米国特許第５６３７１７３号。各特許の全内容は、参照によって本明細書に引用する。
【００２４】
　アレイのキューブコーナー要素は、キューブの各側縁（突出している側の各縁）に沿っ
た長さが、例えば、約０．００１５ないし約０．０２インチ（約０．０３８～約０．５１
ミリメートル）であってもよい。好ましくは、キューブの各側縁の長さは、約０．００３
ないし約０．００８インチ（約０．０７６ないし約０．２ミリメートル）であり、例えば
、約０．００３５ないし約０．００６インチ（約０．０８９ないし約０．１５ミリメート
ル）である。一実施形態において、キューブの各側縁の長さは、約０．００３５インチ（
約０．０８９ミリメートル）である。一般的に、比較的小さいキューブコーナー要素を有
する再帰反射構造体が好ましい。特定の理論によらずとも、比較的小さいキューブコーナ
ー要素を有する再帰反射構造体は、大きいキューブコーナー要素を有する再帰反射構造体
よりも、一般的に燃えにくい。
【００２５】
　好ましくは、キューブコーナー要素が交わる谷部におけるアレイの厚さは、十分に薄く
設定されており、再帰反射構造体に最低限の力が加わると、アレイが谷部に沿って割れて
分割できるようになっている。ある実施形態において、アレイの厚さ、すなわちキューブ
コーナー要素の窓面から頂部までの距離は、約０．００１ないし約０．００９インチ（約
０．０２５～約０．２３ミリメートル）の範囲内、例えば、約０．００１ないし約０．０
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０５インチ（約０．０２５ないし約０．１３ミリメートル）、約０．００１ないし約０．
００３インチ（約０．０２５ないし約０．０７６ミリメートル）、または約０．００１５
ないし約０．００３インチ（約０．０３８ないし約０．０７６ミリメートル）である。あ
る特定の実施形態では、アレイの厚さは約０．００１７インチ（約０．０４３ミリメート
ル）である。
【００２６】
　ポリ塩化ビニルのフィルムおよび再帰反射性のキューブコーナー要素に加えて、再帰反
射構造体は、さらに、難燃性かつ耐熱性の接着剤を有している。一般的に、再帰反射性構
造体は、キューブコーナー要素１４のアレイの下方に位置する、難燃性かつ耐熱性の接着
剤１８を有している。「下方に位置する」とは、キューブコーナー要素のアレイに対する
再帰反射性の接着剤の相対的な位置付けのことをいう。
【００２７】
　難燃性かつ耐熱性の接着剤１８は、キューブコーナー要素を織布２０に接着させるため
に、キューブコーナー要素のプリズムのファセットに塗布されてもよい。しかしながら、
接着剤がプリズムのファセットに直接塗布されると、この接着剤がプリズムの表面を湿潤
させ、これによって空気界面は損なわれ、プリズムの再帰反射能力が低下するか、または
消失してしまうことさえある。結果として、反射性を有する被覆物が、最初に、複数の二
平面ファセット（ｄｉｈｅｄｒａｌ　ｆａｃｅｔｓ）の表面に堆積されるのが好ましい。
反射性を有する被覆物を形成する適切な材料の例としては、アルミニウム、銀、金、パラ
ジウム、およびこれらの組合せが挙げられるが、これらに限定されない。典型的には、反
射性を有する被覆物は、スパッタリングまたは真空蒸着によって形成される。例えば、キ
ューブコーナー要素にアルミニウムを蒸着させて、反射性を有する金属層を生成してもよ
い。一実施形態では、アルミニウムを蒸着させる工程において、アルミニウムが真空下で
加熱され、アルミニウムの蒸気がキューブコーナー要素上に凝縮することにより、アルミ
ニウム層、例えば、連続したアルミニウム層が形成される。あるいは、金属ラッカー、誘
電性被覆物および他の鏡面状被覆材を使用し、キューブコーナー要素上に反射性を有する
被覆物を形成してもよい。アルミニウム層の層厚は、約２００ないし約６００オングスト
ロームの範囲内、例えば、約２００ないし約５００オングストローム、または約２００な
いし約４００オングストロームである。一実施形態では、接着剤が、キューブコーナー要
素のアレイの金属化面に直接塗布される。
【００２８】
　接着剤１８は、織布と、キューブコーナー要素のアレイ、例えば金属化されたキューブ
コーナー要素のアレイとの両方に接着する能力に基づいて選択することができる。さらに
、接着剤による接着強度が、キューブコーナー要素のアレイが洗濯後もしくは使用後にポ
リ塩化ビニルのフィルムまたは織布から分離しない程度の、十分なものである必要がある
。また、この接着剤は、再帰反射構造体に対して、耐熱性のみでなく難燃性をもたらすも
のである必要がある。耐熱性とは、全米防火協会（ＮＦＰＡ）のＥＮ４７１規格に定めら
れているように、試料が、２６０℃のオーブンに５分間入れられた後に、溶融、滴下、発
火または分離しないことである。難燃性とは、全米防火協会（ＮＦＰＡ）のＥＮ４７１規
格に定められているように、試料に対して垂直方向に炎を加えた後の残炎時間が２秒未満
であることである。
【００２９】
　接着剤１８は、シリコン系接着剤およびアクリル系接着剤、例えば、アクリル系感圧接
着剤またはシリコン系感圧接着剤を含んでいてもよい。好ましい一実施形態において用い
られる接着剤は、幅広く普及し比較的安価であることから、アクリル系接着剤である。一
般的に、アクリル系接着剤は、優れた耐紫外線性と、非極性溶媒に対する優れた耐性とを
有しているので、本発明の用途において優秀な選択肢となっている。しかしながら、全て
のアクリル系接着剤が高熱に対する耐性を示すわけではない。耐熱性を向上させる周知の
方法の一例は、接着剤を架橋結合させることである。接着剤を架橋結合させることにより
、アクリル分子の移動性を減少させることができ、これによって高温での溶融および／ま
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たは滴下を低減または防止し、再帰反射構造体に優れた耐熱性をもたらすことができる。
好ましい一実施形態において、この接着剤は架橋型のアクリル系感圧接着剤である。二段
階架橋系が一般的に好ましい。この実施形態では、第１の架橋段階により、部分的な架橋
がなされる一方、例えば粘性などの重要な接着特性が維持される。通常、これは、溶剤系
接着剤による被覆過程における乾燥温度において生じる。第２の架橋段階は、より高温で
生じ、接着剤が架橋して、高温下で溶融や滴下が発生しなくなる。ある実施形態において
、第２の架橋段階にはメラミン系またはエポキシ系が含まれる。
【００３０】
　この接着剤の厚さは、約０．００１インチ（約０．０２５ミリメートル）ないし約０．
００８インチ（約０．２ミリメートル）であってよく、例えば、約０．００２インチ（０
．０５１ミリメートル）ないし約０．００６インチ（約０．１５ミリメートル）、約０．
００２インチ（０．０５１ミリメートル）ないし約０．００４５インチ（０．１１ミリメ
ートル）、約０．００３インチ（約０．０７６ミリメートル）ないし約０．００４インチ
（約０．１ミリメートル）、または約０．００３５インチ（約０．０８９ミリメートル）
である。
【００３１】
　アクリル系接着剤は可燃性であることがある。したがって、この接着剤に難燃性添加剤
を導入することが必要になり得る。最も効果的な難燃系には、臭素系添加剤または塩素系
添加剤などのハロゲン系添加剤が含まれる。一実施形態において、難燃性かつ耐熱性の接
着剤は、難燃性塩素化物からなる添加剤、難燃性臭化物からなる添加剤、およびこれらの
組合せからなる群から選ばれる少なくとも１つの添加剤を含有している。三酸化アンチモ
ン、五酸化アンチモン、アンチモン酸ナトリウム、ホウ酸亜鉛、およびこれらの組合せな
どの助剤が、この接着剤の難燃性を向上させるために用いられてもよい。つまり、ある実
施形態において、難燃性かつ耐熱性の接着剤は、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン、
アンチモン酸ナトリウム、ホウ酸亜鉛、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる少
なくとも１つの難燃助剤を含有している。リン系添加剤、臭素系添加剤、水酸化アルミニ
ウム、窒素系添加剤およびこれらの組合せなどの他の難燃系も、この接着剤に含有させて
もよい。好ましい難燃系は、三酸化アンチモンの助剤と組み合わされたハロゲン系難燃剤
である。
【００３２】
　難燃性かつ耐熱性の接着剤は、さまざまな販売元から入手することができる。適切なア
クリル系接着剤の一例は、Ｓｙｎｔａｃ　Ｃｏａｔｅｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，ＬＬＣ社（
米国コネチカット州ブルームフィールド）から入手した。このアクリル系接着剤は、二段
階架橋型のアクリル系接着剤である。第１段階の架橋は、この接着剤の被覆時に生じ、溶
剤が蒸発して固体の被覆物が残される。第２段階の架橋は、約２００ないし約２５０°Ｆ
の間（約９３ないし約１２１℃の間）で生じる。この特定の接着剤は、エポキシの二次架
橋系を使用している。
【００３３】
　他の実施形態では、ニトリルゴム／フェノールのブレンド接着剤、例えば、高温で架橋
結合するニトリルゴム／フェノールのブレンド接着剤を使用してもよい。ニトリルゴム／
フェノールのブレンド接着剤の一例は、Ｓｐａｃａ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ社（米
国コネチカット州ウィンザー）から販売されているＨ２０６Ｕである。ニトリルゴム／フ
ェノールのブレンド接着剤も、上述したような難燃剤を含有してよい。
【００３４】
　一構成において、本発明は、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと、透明な可塑性
ポリ塩化ビニルのフィルムの下方に位置する再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイ
と、キューブコーナー要素のアレイを介して透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムに封
着された高分子フィルム層と、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイの下方に位置
する難燃性かつ耐熱性の接着剤と、難燃性かつ耐熱性の接着剤に接着された難燃性の織布
とを備えている。一実施形態において、難燃性かつ耐熱性の接着剤は、高分子フィルム層
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に接着し、さらに、難燃性の織布にも接着している。高分子フィルム層は、例えば、可塑
性ポリ塩化ビニルのフィルムであってもよい。このような高分子フィルム層の組成物は、
上述した透明可塑性ポリ塩化ビニルフィルム１２と同様であってもよい。しかしながら、
高分子フィルム層は透明または不透明であってもよい。高分子フィルム層は、キューブコ
ーナー要素のアレイを介して、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムに、例えば、高周
波シールもしくは超音波シール、または溶接などの技術によって封着することができる。
ある実施形態では、このような高分子フィルム層を設けることにより、キューブコーナー
要素の金属化が不要になる。
【００３５】
　本発明の再帰反射構造体は、さらに、難燃性かつ耐熱性の接着剤に接着された難燃性の
織布を有している。多くの難燃性の織布が適している。難燃性の織布２０は、例えば、ガ
ラス繊維織布、モダクリル織布、ノメックス織布、ノメックスとケブラーとの混合物、ポ
リベンジミジゾール（ｐｏｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄｉｚｏｌｅ）織布、ガラス繊維の芯体と
綿および難燃性のモダクリル繊維からなる鞘体とを有するコアスパン複合糸などを含んで
もよい。ある実施形態において、難燃性の織布は、ガラス繊維織布、難燃性のモダクリル
織布、ノメックス織布、ノメックス‐ケブラー織布、ポリベンジミジゾール織布、ガラス
繊維の芯体と綿および難燃性のモダクリル繊維からなる鞘体とを有するコアスパン複合糸
を含む織布、およびこれらの組合せからなる群から選ばれる。好ましい一実施形態におい
て、この難燃性の織布は、ガラス繊維の芯体と、織布の縦糸および横糸方向の両方におい
てこの芯体を覆い囲む、綿および難燃性のモダクリル繊維からなる鞘体とを含むコアスパ
ン複合糸で構成されている。
【００３６】
　上記の難燃性織布は、ガラス繊維および難燃性のモダクリル繊維を含んでいてもよい。
例えば、この織布は、約２０ないし約９０重量パーセントのガラス繊維を含んでいてもよ
く、例えば、約２５ないし約８０重量パーセント、約３０ないし約７０重量パーセント、
約３０ないし約６０重量パーセント、または約３５ないし約４５重量パーセントのガラス
繊維を含んでいてもよい。この織布は、例えば、約５ないし約８０重量パーセントのモダ
クリル繊維を含んでいてもよく、例えば、約１０ないし約７０重量パーセント、約１５な
いし約５０重量パーセント、または約２０ないし約３０重量パーセントのモダクリル繊維
を含んでいてもよい。この織布は、さらに、綿繊維の混紡を含んでいてもよい。ある実施
形態において、この織布は、例えば、約６０重量パーセント以下の綿繊維を含んでいても
よく、例えば、約５０重量パーセント以下、約４０重量パーセント以下、または約３０重
量パーセント以下の綿繊維を含む。例えば、この織布は、約１０ないし約５０重量パーセ
ントの綿繊維を含んでいてもよく、例えば、約２０ないし約４０重量パーセント、または
約３０ないし約４０重量パーセントの綿繊維を含んでいてよい。特定の実施形態において
、この織布は、約３５ないし約４５重量パーセントのガラス繊維、約３０ないし約４０重
量パーセントの綿繊維、および約２０ないし約３０重量パーセントのモダクリル繊維を含
んでいる。例えば、この織布は、約４０パーセントのガラス繊維、約３５パーセントの綿
、および約２５パーセントのモダクリル繊維（これら全て重量パーセントで）を含んでい
てもよい。他の実施形態では、この織布は約３５ないし約４５重量パーセントのガラス繊
維、および約５５ないし６５重量パーセントのモダクリル繊維を含んでいる。例えば、こ
の織布は、約４１重量パーセントのガラス繊維、および約５９重量パーセントのモダクリ
ル繊維を含んでいてもよい。
【００３７】
　モダクリル繊維は、主にアクリロニトリルを含むポリマーからなるアクリル系合成繊維
である。モダクリルは、一般的に、ポリアクリロニトリルと、他のポリマー、例えば塩化
ビニル、塩化ビニリデン、臭化ビニルまたは臭化ビニリデンなどとの共重合体からなる。
本発明に使用するのに適したモダクリル繊維の一例は、Ｋａｎｅｋａ　Ａｍｅｒｉｃａ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社（米国ニューヨーク州ニューヨーク）から、ＰＲＯＴＥＸ（登
録商標）Ｃという商標で販売されている。
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【００３８】
　本発明に用いられる織布は、難燃性、耐引裂性、耐熱性および寸法安定性を、再帰反射
構造体にもたらすことができる。この織布の重量は、例えば、一平方ヤードあたり約１な
いし約１５オンス（ｏｚ／ｙｄ２）（一平方メートルあたり約３４ないし約５１０グラム
（ｇ／ｍ２））であってもよく、例えば、約２ないし約１０ｏｚ／ｙｄ２（約６８ないし
約３４０ｇ／ｍ２）、約３ないし約８ｏｚ／ｙｄ２（約１００ないし約２７０ｇ／ｍ２）
、または約３ないし約６ｏｚ／ｙｄ２（約１００ないし約２００ｇ／ｍ２）である。一実
施形態において、この織布は、比較的開いた織組織を有しているので、接着剤がこの織布
に侵入し、この織布に対して所望の接着を行うことができる。例えば、この織布は、１イ
ンチ（２５．４ミリメートル）あたり約４０ないし約７０本（縦糸）対約２５ないし約４
５本（横糸）の織り密度を有していてもよく、例えば、１インチ（２５．４ミリメートル
）あたり約５５ないし約６５本（縦糸）対約３０ないし約４０本（横糸）の織り密度を有
する。ある実施形態において、この織布は、１インチ（２５．４ミリメートル）あたり、
約６０本（縦糸）対約３５本（横糸）未満の織り密度を有している。
【００３９】
　適切な一例において、織布は、ガラス繊維の芯体と綿および難燃性のモダクリルからな
る鞘体とを有し、約４０重量パーセントのガラス繊維、約３５重量パーセントの綿、およ
び約２５重量パーセントのモダクリル繊維を含み、１インチ（２５．４ミリメートル）あ
たり約６０本（縦糸）対約３５本（横糸）の織り密度を有する、５．７ｏｚ／ｙｄ２（約
１９０ｇ／ｍ２）のコアスパン複合繊維である。このような織布は、Ｓｐｒｉｎｇ　Ｉｎ
ｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．社（米国サウスカロライナ州フォートミル）からＦＩＲＥＧ
ＡＲＤ（登録商標）という商標で販売されている。適切な織布の他の例は、約４１重量パ
ーセントのガラス繊維と、約５９重量パーセントの難燃性のモダクリル繊維とを含み、１
インチ（２５．４ミリメートル）あたり約４４本（縦糸）対約３４本（横糸）の織り密度
を有している。このような織布も、Ｓｐｒｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．社か
らＦＩＲＥＧＡＲＤ（登録商標）という商標で販売されている（Ｓｔｙｌｅ　Ｎｏ．４－
７０９１－１１４）。
【００４０】
　本発明に用いるのに適した織布の例としては、１９９０年５月１日にＴｏｌｂｅｒｔら
に発行された米国特許第４９２１７５６号、２０００年１１月１４日にＬａｎｄに発行さ
れた米国特許第６１４６７５９号、２００１年９月１１日にＬａｎｄに発行された米国特
許第６２８７６９０号、２００２年６月２５日にＬａｎｄらに発行された米国特許第６４
１０１４０号、２００３年４月２９日にＬａｎｄらに発行された米国特許第６５５３７４
９号、２００３年８月１９日にＬａｎｄに発行された米国特許第６６０６８４６号、およ
び１９９６年７月３０日にＴｏｌｂｅｒｔらに発行された米国特許第５５４０９８０号に
開示された織布が挙げられ、これらの各特許の全内容は、参照によって本明細書に引用す
る。例えば、米国特許第４９２１７５６号には、難燃性の織布、およびコーティング織布
用の軽量の基材を形成するのに使用される、難燃性で、かつ弾性を有しないコレスパン糸
が記載されている。この非弾性のコアスパン糸は、空気ジェットで紡がれ、目立ったいか
なるＳまたはＺ字のねじれも有さない諸撚りされていない（ｕｎｐｌｉｅｄ）糸で形成さ
れており、耐高温性の連続したフィラメントガラス繊維の芯体およびこの芯体を覆い囲む
耐低温性の短繊維の鞘体を有している。
【００４１】
　この織布が、接着剤の、この織布に対する接着性に影響を与え得る、例えば、サイズ剤
などのいかなる被覆剤も含まないことが重要になることがある。一般的なサイズ剤は、澱
粉系ポリマーおよび合成ポリマー、例えば、ポリアクリル酸エステル、ポリビニルアルコ
ールおよびアクリルを含んでいる。典型的に、サイズ剤は、製織時に縦糸を摩耗から保護
するために必要とされる。しかしながら、サイズ剤は、接着剤の、織布に対する接着性を
最大化するために、脱糊工程によって取り除くことができる。したがって、ある実施形態
においてこの織布は、製織時に使用可能性であったサイズ剤などのいかなるサイズ剤も、
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実質的に除去されている。例えば、この織布は、澱粉系ポリマーおよび合成ポリマー、例
えば、ポリアクリル酸エステル、ポリビニルアルコールおよびアクリルを、実質的に含ん
でいないこともある。
【００４２】
　一構成において本発明の再帰反射構造体は、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと
、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの下方に位置する再帰反射性のキューブコーナ
ー要素のアレイと、再帰反射性のキューブコーナー要素上に堆積した、金属化された反射
層と、金属化された反射層に接着した難燃性および耐熱性を有する架橋型のアクリル系接
着剤と、アクリル系接着剤に接着された難燃性の織布とを有している。適切な、透明な可
塑性ポリ塩化ビニルのフィルム、金属化された反射層、難燃性および耐熱性を有する架橋
型のアクリル系接着剤、および難燃性の織布については上述した。
【００４３】
　ある実施形態では、１つ以上の任意の透明な被覆剤、例えば、透明な被覆剤２４，２６
が、ポリ塩化ビニルのフィルム１２に隣接するように塗布されている。例えば、再帰反射
構造体２２は、ポリ塩化ビニルのフィルム１２の両面に透明な被覆剤を有していてもよい
。あるいは、再帰反射構造体は、ポリ塩化ビニルのフィルムの一方の面のみに透明な被覆
剤を有していてもよい。一実施形態において、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレ
イは、透明な被覆剤２６の表面に形成されていてもよい。
【００４４】
　好ましくは、透明な被覆剤に用いられる被覆剤用の配合物は、結果として生じる被覆物
が柔軟であり、可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムに強力に接着し、いかなる任意の印刷イ
ンク層（後述する）にも強力に接着するように選択される。再帰反射構造体が２つ以上の
透明な被覆剤を有する場合には、これら透明な被覆剤は、同一の組成物または異なる組成
物を有していてもよい。透明な被覆剤による被覆は、ポリ塩化ビニルのフィルム上に被覆
剤用のさまざまな配合物を塗布することによって行うことができる。例えば、被覆剤用の
配合物は、放射線硬化性の配合物、被覆剤用の溶剤系の配合物または被覆剤用の水系の配
合物であってもよい。
【００４５】
　一実施形態において、透明な被覆剤に用いられる基礎的な化学物質はウレタンアクリレ
ートプレポリマーである。被覆剤用の適切な配合物には、例えば、以下に示すプレポリマ
ーが１つ以上含まれていてもよい。脂肪族ウレタンアクリレート、脂肪族ウレタンメタク
リレート、芳香族ウレタンアクリレート、芳香族ウレタンメタクリレート、イミド／エス
テル／アミドウレタンアクリレート、フェノキシウレタンアクリレート、フェノキシウレ
タンメタクリレート、ポリエステルアクリレート、ポリエステルメタクリレート、塩素化
ポリエステルアクリレート、塩素化ポリエステルメタクリレート、樹状ポリエステルアク
リレート、樹状ポリエステルメタクリレート、エポキシアクリレート、エポキシメタクリ
レート、ポリブタジエンアクリレート、およびポリブタジエンメタクリレート。好ましい
一実施形態において、被覆剤に用いられる基礎化学物質は、脂肪族ウレタンアクリレート
プレポリマーである。一般的に、このプレポリマーの分子量は５００ｇ／ｍｏｌ超である
のが望ましいが、ある実施形態では、このプレポリマーの分子量は５００ｇ／ｍｏｌ未満
であってもよい。好ましい一実施形態では、このプレポリマーの分子量は、５００～３０
００ｇ／ｍｏｌである。ある実施形態では、このプレポリマーは、例えば、１～６のアク
リレート部分の官能性、例えば、１．２～３のアクリレート部分の官能性を有している。
【００４６】
　透明な被覆剤用の配合物は、さらに、粘度調整、接着促進、粘性低減および他の目的の
機能をもたらす他のプレポリマーを含んでいてもよい。粘度調整に用いることができる単
官能性プレポリマーの例には、イソボルニルアクリレート、２（２－エトキシエトキシ）
 エチルアクリレート、トリデシルアクリレート、オクチルデシルアクリレート、２－フ
ェノキシエチルアクリレート、２－フェノキシエチルメタクリレート、アルコキシル化ラ
ウリルアクリレート、ラウリルアクリレート、ラウリルメタクリレート、イソデシルアク
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リレート、ステアリルアクリレート、およびステアリルメタクリレートが含まれるが、こ
れらに限定されない。粘度調整に用いることができる多官能性プレポリマーの例には、ト
リメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、
エトキシ化トリメチロールプロパントリメタクリレート、プロポキシル化トリメチロール
プロパントリアクリレート、およびプロポキシル化グリセリルトリアクリレートが含まれ
るが、これらに限定されない。さらなる機能の恩恵を得るために用いることができるさら
なるプレポリマーには、エポキシアクリレート、臭素化エポキシアクリレート、ポリエス
テルアクリレート、シリコンアクリレート、フルオロアクリレート、およびポリブタジエ
ンアクリレートが含まれるが、これらに限定されない。
【００４７】
　ある実施形態において、透明な被覆剤は放射線硬化性である。一般的に、このような被
覆剤用の配合物を硬化させるためには、光重合開始剤が必要である。使用できる光重合開
始剤の例には、ベンジルジメチルケタル、２－ヒドロキシ２－メチル－１－フェニル－１
－プロパノン、α－ヒドロキシシロヘキシルフェニルケトン、ベンゾフェノン、２，４，
６－トリメチルベンゾイルフェニルホスフィンオキサイド、イソプロピルチオキサントン
、エチル－４－ジメチルアミノベンゾエート、２－エチル－４－ジメチルアミノベンゾエ
ート、オリゴ［２－ヒドロキシ２－メチル－１－［４－（１－メチルビニル）フェニル］
プロパノン］、二官能性α－ヒドロキシケトン、１－［４－９４－ベンゾイルフェニルス
ルファニル）フェニル］－２－メチル－２－（４－メチルフェニルスルフォニル）プロパ
ン－１－オン、２－メチル－１［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロ
パン－１－オン、フェニルビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－ホスフィンオキ
サイド、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、およびこれらの組
合せが含まれるが、これらに限定されない。
【００４８】
　上述したアクリレートプレポリマーの多くが可燃性になり得るので、場合によっては、
薄い透明な被膜剤が使用される。ある実施形態では、再帰反射構造体は１つ以上の透明な
被覆剤を有し、この透明な被覆剤の厚さは、約０．０００１インチ（約０．００２５ミリ
メートル）ないし約０．０００８インチ（約０．０２ミリメートル）であり、例えば、約
０．０００１インチ（約０．００２５ミリメートル）ないし約０．０００５インチ（約０
．０１３ミリメートル）、約０．０００１インチ（約０．００２５ミリメートル）ないし
約０．０００３インチ（約０．００７６ミリメートル）、または約０．０００２インチ（
約０．００５１ミリメートル）である。これに加えて、またはあるいは、難燃剤がこの透
明な被覆剤に含まれていてもよい。難燃性添加剤、および難燃性添加剤を被覆剤に導入す
る方法は、当業者の知識の範囲内である。
【００４９】
　場合によっては、再帰反射構造体は、さらに、不透明な白色印刷インクなどの印刷イン
クを含んでいてもよい。印刷インクは、例えば、適切なＣａｐ　Ｙを実現して業界の白色
度規格を満たすために、再帰反射構造体に含まれていてもよい。印刷インクは、例えば、
ポリ塩化ビニルのフィルム１２と透明な被覆剤との間に塗布されてもよい。あるいは、印
刷インクは、透明な被覆剤と再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイとの間に塗布さ
れてもよい。例えば、印刷インクは、透明な被覆剤２４と再帰反射性のキューブコーナー
要素１４のアレイとの間に塗布されてもよい。印刷インクは、Ｃａｐ　Ｙ性能を向上させ
るものであってもよいが、被覆するプリズムの再帰反射性を減少させる可能性もある。し
たがって、印刷インクは不連続であってもよい。印刷インクは、さまざまな形態を取って
もよい。例えば、印刷インクは、パターン、ロゴ、文字などの形態であってもよい。ある
実施形態において、印刷インクはスクリーン印刷法を用いて塗布される。
【００５０】
　ある実施形態において、再帰反射構造体は、第１の面および第２の面を有する透明な可
塑性ポリ塩化ビニルのフィルムと、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの第１の面に
取り付けられた、放射線硬化された透明な被覆剤と、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィ
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ルムの第１の面に形成された不透明の不連続な白色印刷層と、不透明の白色印刷層に取り
付けられた再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイと、再帰反射性のキューブコーナ
ー要素上に形成された金属化された反射層と、金属化された反射層に積層された難燃性の
高温接着剤と、難燃性の高温接着剤に積層された難燃性の織布とを有している。
【００５１】
　再帰反射構造体を製造する方法には、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムを再帰反
射性のキューブコーナー要素のアレイに取り付ける工程と、難燃性かつ耐熱性の接着剤を
用いて難燃性の織布を再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイに取り付ける工程とが
含まれる。ある実施形態では、難燃性かつ耐熱性の接着剤を用いて難燃性の織布を再帰反
射性のキューブコーナー要素のアレイに取り付ける前に、金属化された反射層が、再帰反
射性のキューブコーナー要素上に堆積される。
【００５２】
　再帰反射構造体を製造する他の方法では、透明な被覆剤の層（例えば、放射線硬化され
た透明な被覆剤）が、透明な可塑性ポリ塩化ビニルのフィルムの第１の面に取り付けられ
る。不透明の不連続な白色印刷インクが透明な被覆剤の層に取り付けられる。次に、再帰
反射性の要素のアレイが、不透明の白色印刷インクに取り付けられる。金属化された反射
層を、再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイに付着させ、これにより、金属化され
た（金属で被覆された）再帰反射性のキューブコーナー要素を形成する。最後に、難燃性
かつ耐熱性の接着剤が、難燃性の織布を被覆し、そして、金属化された再帰反射性のキュ
ーブコーナー要素上に積層される。
【００５３】
　本発明の再帰反射構造体は、当該技術分野において公知である技術によって、消防士の
オーバーなどの適切な装身品類、または消防士のヘルメットもしくは空気タンクなどの他
の構造体に取り付けることができる。例えば、再帰反射構造体は、耐可塑剤性の接着剤、
感圧接着剤または熱活性型接着剤などの接着剤によって取り付けられてもよい。あるいは
、再帰反射構造体は、装身品に縫い付けられてもよい。
【実施例】
【００５４】
　［例１（実施例）］
　この実施例では、本発明に従って製作された難燃性および耐熱性を有する再帰反射構造
体について説明する。
【００５５】
　再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイが、０．００８インチ（約０．２ミリメー
トル）の可塑性ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）のフィルムに取り付けられた。０．００３５イ
ンチ（約０．０８９ミリメートル）の厚さを持つ難燃性および耐熱性を有するアクリル系
感圧接着剤が、再帰反射性のキューブコーナー要素に塗布された。使用された感圧接着剤
は、ＲＡ１９６ＦＲ（Ｓｙｎｔａｃ　Ｃｏａｔｅｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，ＬＬＣ社；米国
コネチカット州ニューハートフォード）であった。ＦＩＲＥＧＡＲＤ（登録商標）織布（
Ｓｐｒｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．社；米国サウスカロライナ州フォートミ
ル）が、この感圧接着剤に積層された。この織布は、ガラス繊維の芯と、綿の鞘と、この
織布の縦糸および横糸の両方向において芯を覆い囲む難燃性のモダクリルとを含むコアス
パン複合糸の織目で構成されていた。この織布の全体配合は、ガラス繊維が４１パーセン
ト、綿が３５パーセント、モダクリル繊維が２５パーセントであった。この織布は、平織
り構成であり、１インチ（２５．４ミリメートル）あたり５２本（縦糸）×３６本（横糸
）の織り密度を有し、織布の重量は、４．７ｏｚ／ｙｄ２（約１６０ｇ／ｍ２）であった
。
【００５６】
　［例２（比較例）］
　この例では、例１の再帰反射構造体と類似であるが、非難燃性かつ非耐熱性である接着
剤を用いて製作された再帰反射構造体について説明する。
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【００５７】
　再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイが８ミル（０．００８インチ、つまり約０
．２ミリメートル）の可塑性ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）のフィルムに取り付けられた。０
．００３５インチ（約０．０８９ミリメートル）の厚さを持つＳｃａｐａ　Ｕｎｉｆｉｌ
ｍ　Ｕ６０４Ｘアクリル系感圧接着剤（Ｓｃａｐａ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ社；米
国コネチカット州ウィンザー）が、再帰反射性のキューブコーナー要素に塗布された。実
施例１と同様に、ＦＩＲＥＧＡＲＤ（登録商標）織布（Ｓｐｒｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉ
ｅｓ，Ｉｎｃ．社）が、この感圧接着剤に積層された。
【００５８】
　［例３（比較例）］
　この例では、実施例１の再帰反射構造体と類似であるが、純綿の織布を用いて製作され
た再帰反射構造体について説明する。
【００５９】
　再帰反射性のキューブコーナー要素のアレイが、０．００８インチ（約０．２ミリメー
トル）の可塑性ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）のフィルムに取り付けられた。０．００３５イ
ンチ（約０．０８９ミリメートル）の厚さを持つ、難燃性および耐熱性を有するアクリル
系感圧接着剤のＲＡ１９６ＦＲ（Ｓｙｎｔａｃ　Ｃｏａｔｅｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，ＬＬ
Ｃ社；米国コネチカット州ニューハートフォード）が、再帰反射性のキューブコーナー要
素に塗布された。１００パーセント綿の織布が、この感圧接着剤に積層された。この綿織
布は、綾織り構成であり、８０本（縦糸）×４８本（横糸）の織り密度を有し、織布の重
量は、８．７ｏｚ／ｙｄ２（約２９０ｇ／ｍ２）であった。
【００６０】
　［例４］
　この例では、例１～３で説明したように形成した再帰反射構造体について実施した試験
について説明する。
【００６１】
　ＮＦＰＡ　１９７１、Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｏｎ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｖｅ　Ｅｎｓｅｍｂ
ｌｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒａｌ　Ｆｉｒｅ　Ｆｉｇｈｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｐｒｏ
ｘｉｍｉｔｙ　Ｆｉｒｅ　Ｆｉｇｈｔｉｎｇ（２００７年版）の難燃性試験（§８．２）
および２６０℃耐熱試験（§８．６．４．１）に従って、試験が実施された。表１には、
難燃性試験の結果が示されている。表２には、２６０℃耐熱試験の結果が示されている。
【００６２】
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【表１】

【００６３】
　＊表１において、例２の再帰反射構造体は、全体が燃焼したので、当試験において不合
格であった。
【００６４】

【表２】

【００６５】
　２６０℃耐熱試験（§８．６．４．１）および難燃性試験（§８．２）を踏まえて、コ
アスパン複合糸と，難燃性および耐熱性を有するアクリル系接着剤との両方を有する再帰
反射構造体が、最良の結果を示し、両試験に合格した。純綿の織布を用いて製作された再
帰反射構造体、すなわち例３は、最も芳しくない結果を残し、両試験において不合格であ
った。
【００６６】
　本発明を好ましい実施形態を用いて詳細に示し説明したが、当業者であれば、添付の特
許請求の範囲によって包含される本発明の範囲を逸脱することなく、形態および細部につ
いてのさまざま変更が可能であることを理解できるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】本発明の一実施形態に従って形成された再帰反射構造体の断面図である。
【図２】任意で透明な被覆剤を有する、本発明の他の実施形態の再帰反射構造体の断面図
である。
【符号の説明】
【００６８】
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１０，２２　　再帰反射構造体
１２　　　　　ポリ塩化ビニルのフィルム
１４　　　　　再帰反射性のキューブコーナー要素
１８　　　　　難燃性かつ耐熱性の接着剤
２０　　　　　難燃性の織布

【図１】

【図２】
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